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１）大阪府の津波浸水想定区域について 

「津波防災地域づくりに関する法律」（平成 23 年法律第 123 号）第 8 条第 1 項に基づき、

知事は「最大クラスの津波」（Ｌ２津波）を想定し、その津波があった場合における浸水の区域及び

水深の設定が義務付けられました。 

このため、大阪府では国の中央防災会議での検討結果に基づき、大阪府防災会議「南海トラフ巨

大地震災害対策等検討部会」での検討内容を踏まえ、液状化による防潮堤の沈下も考慮した南海ト

ラフ巨大地震による津波の浸水想定区域（浸水面積=約 111k㎡）を見直しました。 

なお、今後に発生が懸念される東海・東南海・南海地震等の南海トラフ地震により特に甚大な被害

が考えられる当該区域においては、令和 2年度からの 10年間で優先的に地籍調査の促進を図りま

す。 

 

２）津波浸水想定区域における都市部官民境界等先行調査の意義について 

災害時の復旧・復興については、道路・ライフライン施設の復旧、住宅の再建等が急務となりますが、

地籍調査を実施していない場合は被災前の土地の境界が分からないため、復旧・復興が遅れる大きな

要因となります。 

   津波浸水想定区域については、官民境界情報を早期に整備・保有するため『都市部官民境界等

先行調査』を活用し、先ずは民有地同士の境界に先行して官民境界線の調査に取り組みます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤津波浸水想定区域における官民境界情報の早期整備 

１）巨大地震等大規模災害時の迅速な復旧・復興に備え、「津波浸水想定区域（平成 25年 8月設
定）」における地籍調査を優先的に実施。 

２）被災後の迅速な道路等施設の復旧に資するよう、公共用地と民地との境界（官民境界）を先行的に確
認する調査を行うことにより、早期に官民境界線を整備。 

市町村道、水路等の公共施設と民有地との境界を

民有地同士の境界に先行して調査します。 

 都市部官民境界等先行調査 
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※出典：大阪府防災会議「南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会」における津波浸水想定図より 

 
大阪府津波浸水想定区域図 


